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　直接業務で訴訟を担当していなければ、訴訟という言葉に対して、「自分とはかかわりがない」、あるい
は「それは法務担当の仕事だ、法務担当に任せておけばいい」と考えている人が多いのではないでしょう
か。近年、自治体と住民との間で訴訟が増加しています。とりわけ、住民訴訟は、総件数においても、ま
た、行政事件に占める割合でも増加しています。決してあなたと住民訴訟は無縁なものではないはずです。

　本書ではできるだけ身近な住民訴訟の事例を採り上げ、訴訟と日常業務とが大いに関係があると
いうことを明らかにしていくことを試みています。部署別に整理された多くの事例を通じて、皆さ
んの日常の業務がどのような場合に訴訟につながるのかを意識してみてください。また、住民訴訟
のしくみについてもわかりやすく説明していますので、その制度に関しての理解も深めてください。

　ところで、私たちは、住民が自治体の財務に関する行為に疑念を持ち、それを訴訟によって是正
しようとする住民訴訟制度自体の意義や重要性を認識しています。しかし、そもそも訴訟にならな
いよう、適正な業務を日頃から心掛けることの方がより重要であると私たちは考えます。また、訴
訟を行うには、訴える住民にも訴えられる自治体にも、時間・費用・労力がかかります。訴訟にな
る前に解決できれば、それに越したことはないでしょう。これらを踏まえ、実際に住民訴訟が提起
された事例を読み解くことで訴訟になることを防ぐ方法に気付き、日常業務での実践に生かしてく
ださい。

　また、訴訟で争われている内容は、一つとして同じものはありません。しかし、本書によって住
民訴訟のしくみを学び、多くの事例を分析することで、争いにならずに済む方法、争いを訴訟に至
る前に双方納得の上で解決できる方法、そこに共通する何かを見つけ出すことができれば、住民と
自治体との関係を考える上で役に立つのではないでしょうか。

　私たち自治体職員は、住民の信託を受けて活動しています。私たちが、自分自身の業務をもう一
度見つめ直し、住民と自治体とのより良い関係を築くことができれば、住民の信託にこたえること
ができるでしょう。

　さあ、一緒に住民訴訟について学びましょう。

平成20年(2008年)２月　　　　　　　　　
財団法人 大阪府市町村振興協会　
おおさか市町村職員研修研究センター　

共同研究「訴訟対応研究会」

はじめに

　　　　考えてみてください。
「住民訴訟」という言葉から何を想像しますか？　　　　
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